
















































































































































































































































































































































































小売物価の上昇率（％） 8．8 ■ 6．5■ 7．7 」， 11．3失業者（単位：1，000人） 7，406 6，991一 6，202コ 6，137





















































































































すべての ！アメリカ アメリカ すべての アメ1カ1アメリカ すべての国 の割合 国 の割合 国 アメリカ
投資全体■ …！ ■ 　　■4041）1212 l　　　　　　l123 54．O「l　　　　i 52・5r9・619・3うち 。。。1。。ぴ。1 ■ ■
直接投資158013 ．9 107．3 46．7i11，2　　　　　　　　■資本輸出中に！占める直接投14τ2」資の割合（％）■　　i 1 ≡i ， 98
48．O 　　　　　　　　■■15715061＿　1　＿ 1■
1　　　　　　■
1）推定値。
出所：・肋舳匝伽榊1肋o閉o肋北R功o材ヴ伽p㈱1ゐ拙壬”．Washington，March1975・pp・46，ユ46；
　　『経済統言十庸報』，第20葉，世界経済国際関係研究所，M．・14べ一ジ；『世界経済と国際関係』，1975年、第12
　　号．73ぺ一ジによって計算o
ると同年間にほぼ9倍になったというように，工業諸国の発展にともない，ア
メリカの直接投資が相対的に停滞気味とたったかに見え飢しかし，投資総額
中に占める西ヨーロヅパの比重は1960～1973年の問に21劣から35．1劣に増加し
たのである。逆にアメリカの対ヨーロッパ輸出貿易は，30％から21％に低下L
たことが注目される。｛9〕
　さて，1960年代のアメリカを見ると，資本の対外進出も進んだが，国内では
資本の集中が急増し，いわゆるコングロマリヅト合併が相次いだ。政府は輸出
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の伸び悩みに業をにやして，1962年には通商拡大法を通遇させ，ケネディ・ラ
ウンドを推進したが，国内的にはコスト上昇になやみ巨大化した資本は直接投
資に乗り出Lていったのである。多国籍企業が注目を浴びはじめたのは，その
頃のことだ。
　巨大資本の対外進出先が開発途上諾国よりも先進工業諸国に集中したことに
関L，それは何故かといったことで多くの論議をかもLた。㈹レーニンが帝国
主義論の中で定式化した輸出国における遇剰資本の存在と輸出国と輸入国との
問の利潤率の差といった条件は，先進国と低開発諸国との問の資本輸出を説明
するものとされてきたが，今や，先進国同志の関係では当てはまらないとする
立場と必らずしもそうではないとする立場，あるいは佐藤定幸氏と論争した宮
崎義一氏のr新しい資本遇剰論」など多くの論議がかわされた。しかL，ここ
ではこれに深入りすることを控えたい。
　この段階でアメリカの巨大資本が自国市場に投下せずに，他の先進諸国に投
資するにはそれだけの理由があったに違いない。たしかに，アメリカ巨大企業
の対ヨーロッパ資本投下が，アメリカ市場では投資の機会がなくなり過剰化し
　　　　　　　　　　第3表　対外投資の動因（重要順）
回答会杜の数 調査会杜総数中の％
外国における市場持ち分の維持・拡大… 33 43
高率関税障壁輸送熱消費者の民族主義的頼向が原
因でアメリカ商品の輸出による市場浸透が不可能… 25 33
競争相手の低抗… 20 26
外国商品にたいする国家のきびしい政策… 18 23
アメリヵよりも高い飯売増加テンボ．’． 15 20
資源利用への参入… ユ3 17
低　　賃　　金… 13 17
外国での利潤増大のより大きい見通レ・・ 11 工5
主要消費者との緊密な接触 10 13
外国における投資特典… 8　　　　　　　11　　　「
出所：“τ加1吻励伽肋腕1C〃声閉〃伽伽ひ5．肋焔勧／〃35励肋”，vo工．2，Washiogtoo，ユ973，
　　P．6，
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てきたので，利潤率の高い諸国へ向げて進出するに至ったというだけでは十分
な説明にはならない。Lかし，アメリカ企業は，自国よりは高い利潤を獲保し
うる機会をとらえ，将来にわたり企業の地位強化という経営上の立場から進出
を遂げたのであろう。参考までに，アメリカ商務省調査にかかる76巨大企業の
対外投資の動因を見れぱ第3表の如くである。この表からも明らかなことは・
その動機は，さまざまであり，現在の世界市場におげる競争のきびしさと困難
な諸事情を反映している。また，ヨーロッパ諸国とアメリカでは，そこにテク
ノロジー・ギャップとマネジメソト・ギャップともいうべきものが存在したこ
ともたLかであろう。この問の事清についてメドヴェドコ7はつぎのように述
べている。「たとえぽ，科学技術開発の規模およびその成果の利用の点でアメ
リカのエレクトロニクスエ業企業は，西ヨーロッパおよび日本の企業よりいち
じるLく優っているが，このことは外国で自杜生産することもふくめて，事実
上すべての資本主義国でこの分野を独占するのを可能にしている。」血i〕と。こう
してアメリカ巨大企業は優秀な科学技術と経営技術をもって対外進出を遂げた
のである。
　そうなると，優秀な技術をもった巨大企業が，大々的に対外進出をすれば，
それだげ国内市場に向げらるべき資本が滅少するのであるから，国内市場の空
洞化が進み経済は弱体化するという空洞化論が登場する。進出した多国籍企業
が莫大な利潤を諸外国に滞留させ，ユーロダラー市場を形成することとなると，
それだげアメリカ市場の資金は不足し空白化する。事実1960年代末には，アメ
リカ市場の不況期入りとともに失業率の増大とイソフレーショソの進行ととも
に空洞化現象が顕在化Lたのであ私
　Lかし，ヨーロヅパにおける経済統合の発展とともに，西ヨーロヅパ諸国の
資本移動が目立ちはじめアメリカ市場に集中することとなる。西ドイツは，
1970年代になると資本輸出の90％をアメリカに輸出し，EEC諸国全都を合わ
せたのとほぽ同額に達した。日本もまた70年代に入って対外直接投資を急増さ
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せたが，主な投資先がアメリカであることはいうまでもない。こうした資本の
アメリカヘの集中は，1970年代中葉から急増し80年代を迎えることになるのだ
が，技術水準や経営能力も互いに同質化し，それだげ競争が激化したことを示
している。その結果，科学技術の進歩を規定するような諸部門に活動を集中し
ていたアメリカ系多国籍企業の中には，資本の撤退を余儀なくされるものもあ
らわれたが，アメリカの投資総額は全体として上昇を辿った。
　1970年代を通じ，アメリカヘの外国企業の活動は活発化し続け，その投資額
は増大した。その背景として，資本主義世界経済におげるアメリカ経済の地位
が全般的に低下していたという事実を無視することは出来ない。1970年から
1979年までに，すべての他の資本主義諸国の通貨と対比して，ドルは18ポイソ
ト，主要10カ国の通貨と対比すれぱ29劣も減価したこととそれは無関係ではな
いであろう。それはアメリカ企業の株式をより安価た価格で敢得することを可
能にLたので，70年代末には年に1，000杜以上のアメリカ企業が外国の支配下
に落ちるに至った。こうした事情のほかに，すでにふれたように，資本主義世
界経済の一連の重要部門において，アメリカ企業が技術面のリーダーシップを
喪失したことが指摘されている。このことは，アメリカ資本の外国市場からの
撤退の原因の一つとも見られている。
　ところで，アメリカ経済の空洞化現象は，このような外国からの資本の撤退
や外国資本の流入によって充たされたであろうかという間題がある。数字的に
は明確ではないが，国民経済の立場からいえぱ，それはたしかに失業老を吸収
し，資本の充実はそれだけ経済の活性化の一助になるであろう。
　資本と経営の効率化をモットーに利潤と市場支配確立のために多国籍企業は
世界的見地から活曜する。そこでは国境は無視される。しかし，多国籍企業は
無国籍というだげではない。多国籍企業あるいはトランス・ナショナルな企業
といいながら，依然としてその背後にある特定の国家と無関係ではないからで
ある。多国籍企業の発達は技術的には国境の存在を無用にしているにもかかわ
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らず，現実的には世界の強国が依然として存在を主張しているぱかりでなく，
権カの支配を主張するから，多国籍企業がその所有と経営支配の独立を主張し
ようとすれぱ，国家と妥協するカ㍉その権力支配に属Lなけれぱならなし、い
いかえれぱ巨大企業といえども，いずれかの国家の支配する市場で活動すると
なれぱ，その国家の主権を無視するわけにはいかないのである。
　しかしながらr地球企業の脅威」（Global　Reach）の著老は，r大気を呼吸
する全生物に襲いかかる大陸間ロケットの脅威と全地球的なエコロジーの危機
の下では，地球的プランニングの論理は低抗しがたいものになっている。」と
いい，「企業目的からみれぱ，ある国と他の国を分離する国境線は，赤道と同
じく非現実的なものにすぎない。これらの国境は，単に民族的，言語的，文化
的存在の便宜的な境界線であ私それは企業の必要要件や消費考の傾向を明確
にするものではない。」ωというIBMのメーゾンルージュの言葉を引用する。
たしかに技術論的観点に立つ隈りにおいてその通りであり，これを批判する理
由はないであろう。
　この点に関しては，すでにS．ハイマーも指摘しており，現代の技術一特に
コミュニケーション革命一はビジネスが全く世界的べ一スで活動したくてはな
らないという条件をつくりだLたという点にあるとLながら，そこで何らかの
紛争が起ると，国際主義と民族主義，コスモポリタニズムと郷土愛との対立と
いったとらえ方からは，何らの解決策も引き出し得ないという。胸Lたがって，
依然として軍事力を背景にもつ国家は，時には多国籍企業を排除するかと思え
ぱ，またその活動に相乗りを辞さないのである。多国籍企業自体の立場からは
一国政府の聞の政策上の問題を止揚することができない。ω
　しかLながら，こうした試行錯誤を遠じ，1970年代はアメリカ経済の国際的
な相互依存性を高めることになった。それは商品取引の量的関係ぱかりでなく，
貿易関係の相互依存の深まりをみても，世界市場で取引される商品価格の循環
的変動幅が急増したことが指摘されている。ニューヨーク市場の商品相場は小
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幅な変動であっても，世界各国の市場に敏感に反応し，循環を増幅する作用を
もつにいたったo
　C．F．バーグステソによれぱ，アメリカ企業の利潤のうち，25～33％は，貿
易と投資を含む国際的企業活動から生じているという。また，いまやアメリカ
の工業製品の20劣以上は輸出され，耕地の5工一カーのうち2工一カーは輸出
用農産品を栽培Lており，製造部門の雇用の六つに一つの職は輸出によって創
り出され，貿易の対GNP比は過去10年問に借増し，経済的，戦略的に重要な
原材料を含めて，42の主要一次産品中24産品の供給の半分は輸入に依存してお
り，アメリカはもはや経済政策面で国際協調が不可欠になったことが指摘され
ている。㈹こうみてくると，空洞化というより，むしろそれは国際化の深化と
いうべきであろ㌦要するに，それはアメリカ経済の対外依存がいかに大きく
なっているかを示すものである。
註（1〕L　B．Krause　W，S．SaIant；Wor1dwide　I皿畳ati㎝，The　Brooki㎎s　Institu・
　　tion・ユ977，pp．280～281．
　（2）エリ・ノチヴキーナ，エヌ・チニルトコ；「70年代。一発達した資本主義諸国に
　　おける投資過程の特質」PP．18－31。（ソ連科学アカデミー・世界経済と国際関係研
　　究所編「世界経済と国際関係」（邦訳第μ集所収）
　（3）ユ・エム・オシポフ；「現代資本主義経済における危機現象」pp・64～74・（同上
　　書郭訳第68集所収）
　（4）　セルヴァソ・シュレベール磯村尚徳訳「世界の挑戦」小学館1980年，P．72．
　（5）　Alain　Bavelier；LE　COMMERCE　EXTERIEUR（Co11ection　QUE　SAIS－
　　JE？N．1323）町田実，小野崎晶裕共訳r外国貿易」PP．20～21．
　（6）同上p．22．
　（7）アラソバヴリニ「外国貿易」の数字をそのまま利用した。
　（8）同上p．33一
　（9）メトヴェドコフ「資本主義経済における外国資本」P．123．（前掲「世界経済と国
　　際関係」誌1976年第35集）
　（玉◎　佐藤定幸「多国籍企業の政治経済学」有斐閣ユ984年P．ヱ03～　　参照。
　⑪　メドヴニドコフ前掲論文p．ユ22．
　⑫　RエBamet　R．亙M竈uer；GIobaI　Reach，The　Power　o王the　MuIti蝸tionai
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　　Corporations．Simon　and　Schuster，1974，P．14．（石川博友，田口統吾，湯沢章
　伍訳「地球企業の脅威」ダイヤモソド・タイム杜，1975年）
⑬　ハイマーによれぼ，この問題を解決するには，一定の「ニリート」層に属する人
　々によるその他のグループに対する支配といった関係，この支配の中に生ずる緊張
　関係を検討することが必要であるとし，彼は権カのピラミッド構造の分析を展開す
　るわけである。彼の結論は国際寡占への道をヴィジ目ンとして示すに止まり，権力
　構造との関係については・積極的な展望を示していない。
　S．ハィマr宮崎義一編訳「多国籍企業論」岩波書店。1977年第皿部6章参照。
⑭　佐藤定幸，前掲書第5章参照。
⑮　G．W．ミラー編著，小関譲，竹中乎蔵訳「アメリカの新経済戦略」東洋経済新報
　社，昭和59年，p．241．
3．結びにかえて
　小論では主として1980年代初頭までのアメリカ経済体制について，その経済
力の実体がどう動いているのか，これをどうみるべきなのか，現実に見る姿は
果して真実の姿なのか，といった問題意識をもって考えてみた。
　ところで，1985年春の現在，アメリカと日本との間には，またまた経済摩擦
が再燃し，毎日のように新聞，テレピ，ラジオを賑わLている。この問題にふ
れることは，ここでのテーマではないが，小論の文脈上からして，若干のコメ
ントをすることは避けて通れないところのように思われるので2，3の論点を
とりあげ結びにかえたい。
　このような国際問題は，当事考となるとなかなか客観的に公平な判断をする
ことがむずかしい。とくに双方とも異なる立場にあって経済的利害ぱかりでな
く，その背後には複雑な政治がからんでいるとなれぱ，いろいろな憶測が入っ
て，かえって問題をこじらせてしまうこともある。ここではこの問題に何らか
の提言をしようというのではなく，小論の文脈の上に立って，この現実をどう
理解するカ㍉そこに何があるのかといった観点を探るに止めたい。
　問題発生の経緯とその背景になにがあったかを見よう。第1に，共通の問題
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はいずれも日米問に貿易の不均衡が大きくなった時に発生Lたということであ
る。最初は主として貿易摩擦といわれ，1971年から72年にかげては，日米間の
貿易アンバラソスが全貿易額の3割近くになっていた。この時，日本の黒字べ
らLのためハワイ首脳会談では，トライスターやロッキードが話題になったと
いわれた。次の1977年から78年にわたる時期だが，矢張り不均衡は全貿易額の
2～3割に及んだ時，日米貿易摩擦が大がかりに叫ぱれた。この時は，カラー
テレビの輸出規制や鉄鋼のトリガー価格が実施された。ω
　最近では，1981年以降，日米問の貿易不均衡は大幅に急増し，1978年に比し
81年には41倍半以上に達した時点で，自動車から先湘技術製品にいたるまで広
範囲に間題とされ，日米双方に危機感が高まった。
　そLて今回の経済摩擦となるのだが，昨年末景気が上向きに転じ，正月早々
目米通商塵擦と経済パフォーマンス
（1〕主要経済指標
　　（日　　本）
　　貿易収支（億ドル）
　　　うち対米（　〃　）
　　経常蚊支（〃　）
　　円1ノート（年平均，円）
　　　同前年比（％　）
　　実質経済成長率（〃）
　　消費者物価上昇率（〃）
　　失　業　率（〃　）
　　（アメリカ）
　　経常収支（億ドル）
　　実質経済成長率（％）
　　消費者物価上昇率（〃）
　　失　業　率（〃　）’
第一次通商摩擦
　（71～72年）
．1971　　　1972
　77．9　1　89，7
　33．7，　39，5
　58．O－　66．2
348．03　303．11
（十2．9）（十14．8〕
　4，71　9．0
　6，114．6
　1．2　　1．4
△14．3∠＼58．0
　3．4；　5．7
　4．3■　3．3
　6．0　　5．6
第二次通商摩擦
　（77～78年）
1977
173，1
　86．6
109．2
268．51
（十10．4〕
　5．3
　8，1
　2．O
△140．7
　5．5
　6．5
　7．O
1978
246．0
106．1
165．3
210．44
（十27．6〕
　5，1
　3．8
　2．2
△147，7
　4．8
　7．7
　6．O
第三次通商摩擦
　（81～83年）
1981
199．7
163，0
　47．8
220．54
（十2．8）
4．1
4．9
2．2
45．9
2，6
10．4
7．5
1982
180．8
151，3
　68．5
249．08
（△11．4〕
　3．3
　2，7
　2．4
△112．1
△1．9
　6．1
　9．6
1983
314．5
208．0
237．61
（十4．8）
　3．1
　1．9
　2．6
△407．8
　3．3
　3．2
　9．4
出所：野村総合研究所r財界観測」1984年5月号p・41
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第二期レーガン政権は，自動率の自主規制期隈の到来に当り，これ以上問題に
する意図がないと意志表示をしたあとだげに，当事考のショックは大きかった
ようだ。今回も問題のキッカケは，商務省の発表で対日貿易赤字が1月の37億
ドルから2月には42億ドルを超えたとわかったことにあった。
　第2に，アメリカから見れぱ，戦後よきパートナーとして育てあげてきた日
本が，防衛問題ではただ乗りしたがら経済的にはだんだん領域をおかLてきて
いるとする苛立ちもあるであろう。たしかに，戦後の日本は，安保体制下にあ
って経済的には対米依存を深めていったが，アメリカもまたこれを積極的に利
用し受け入れてきたし，日本もまたアメリカの技術を導入Lたり余剰農産物の
輸入国とLて育成されてきたのだ。経済摩擦は，いわぱ両国の相互依存関係の
歪みともいえよう。70年代の2回にわたる摩擦では，問題とされた産業分野も
隈られており摩擦2年目には大幅な円高移行もあって調整の道が開かれていた。
80年代になると情勢は変ってきた。
　第3に，前回までの摩擦が起った段階ではアメリカ経済は，いずれも景気が
落ち込み，危機感がみなぎっていたということであろう。1970年代については，
小論でも触れたが，80年代に入っても，アメリカの苦悩は深かったようだ。E．
ヴォーゲルはr日米関係プログラム」の報告書の中で，アメリカ国民は日本の
対米貿易黒字が180億ドルに達したということで，国際競争力におげる自国の
苦境を一挙に意識するようになったといい，自国経済に対するアメリカ国民の
ベシミズムは，おそらく1930年代初頭以後のどの時期よりも深刻なものとなっ
ている，としている。失業も急速に増大していたし，今のところ日本人に対す
る反発は起っていないとしながらも，かなり広い範囲に保護主義傾向と反日感
情の高まりがあるという。＝2］
　80年代に入ってからは，日本からアメリカヘの大量の資本流出が続いたため，
円安是正への動きの鈍くたったことも経済摩擦の根因になっていることはいう
までもない。
　66
　　　　　　　　　　　アメリカ経済体制の虚像と実象　　　　　　　　　　67
　以上貿易摩擦，経済摩擦の従来の経緯をみると，摩擦の対象が繊緯に始まり，
鉄鋼，カラーテレビ，自動車，N　C工作機械へと多様化し，80年代に入ると，
金融・サービスの分野から高度先端技術部門にまで裾野が広がっているという
ことであ㍍今回はと．くに，通信や医薬医療機器，木材製品といった分野の市
場開放に的がしぼられ，摩擦の根本原因は日本市場の閉鎮性にあるのだから，
もっと市場を開放せよというわげであ飢この分野では，アメリカばかなり国
際競争力に自信があると見え，ウォリス国務次官はr日本側の障壁がなくたれ
ぱ，アメリカの対日赤字は100億ドル程度減少するだろう」というのだが，現
在の高金利とドル高を前提とL，両国の経済成長率の差を考えるとそう手ぱな
しで楽観できるであろうか。
　前回までの摩擦問題は，いずれもスタグフレーションの中で噴き出したのに
対し，今回は，アメリカの景気上昇過程で起きたということでやっかいなこと
になりそうだとする向きもある。GN　Pの伸びにも陰りが出たといわれ，債務
国化への転落が指摘されてきているだげに間題は複雑だ。そのことが直ちにア
メリカの保護主義化につながるとは思われないが，摩擦がその背後にアメリカ
の借金経済とからんでいるだけに今後の対応のむずかLさがある。前にもふれ
たように，アメリカの巨額の財政赤字も外国が財務省証券の購入につぎこんだ
資金でまかたっているのだから，アメリカもこれを無視したごり押しをして自
由経済の芽をつむようなことは出来ない。したがって，アメリカにとって資本
取引は自由化，国際化というのだが，商品取引については，むしろ公平貿易
（Fairtrade）というわげである。われわれはそこに苦しい弁明を聞く思いが
する。
　日米間の問題は目米聞で解決すべきだとされ，当面日本の内需拡大以外には
ないとされてい飢Lかし，金融の自由化なり，経済の国際化は世界経済の趨
勢であり，特定地域の問題でなく商品貿易の枠を越えた多角的な解決の道を長
期的観点から大局的に諸国間の協力を得て探求されねぱならないのであって，
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関係者問の狭い利害関係や政治的配慮だげで短期的に解決しうる問題ではない
ように思われる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1985年4月5日）
註（1）小倉和夫「目米経済摩擦」日本経済新聞杜，目召和57年，第1部第2章参照。
　（2）エズラ’ヴォーゲル監修「論争・目米摩擦」（「経済セミナー」増刊号昭和58年6
　　月）
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